
【様式第１号】

貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 10,644,874,180 固定負債 3,915,532,315 

有形固定資産 10,086,857,533 地方債 3,604,103,315 
事業用資産 3,898,602,786 長期未払金 - 

土地 917,072,017 退職手当引当金 312,429,000 
立木竹 25,447,880 損失補償等引当金 - 
建物 10,080,376,511 その他 △ 1,000,000 
建物減価償却累計額 △ 7,322,311,583 流動負債 386,507,634 
工作物 343,191,150 １年内償還予定地方債 366,082,597 
工作物減価償却累計額 △ 150,629,349 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 20,425,037 
航空機 - 預り金 - 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 4,302,039,949 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 5,456,160 固定資産等形成分 12,077,968,180 

インフラ資産 5,882,542,471 余剰分（不足分） △ 3,679,869,540 
土地 177,802,962 
建物 - 
建物減価償却累計額 - 
工作物 12,054,627,492 
工作物減価償却累計額 △ 6,589,046,605 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 239,158,622 

物品 768,627,720 
物品減価償却累計額 △ 462,915,444 

無形固定資産 - 
ソフトウェア - 
その他 - 

投資その他の資産 558,016,647 
投資及び出資金 31,629,000 

有価証券 11,900,000 
出資金 19,729,000 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 211,149,594 
長期貸付金 35,525,000 
基金 279,713,053 

減債基金 - 
その他 279,713,053 

その他 - 
徴収不能引当金 - 

流動資産 2,055,264,409 
現金預金 198,431,679 
未収金 423,738,730 
短期貸付金 - 
基金 1,433,094,000 

財政調整基金 1,226,542,000 
減債基金 206,552,000 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 - 8,398,098,640 

12,700,138,589 12,700,138,589 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 2,710,783,008 

業務費用 2,008,496,729 

人件費 421,631,637 

職員給与費 391,734,509 

賞与等引当金繰入額 - 

退職手当引当金繰入額 - 

その他 29,897,128 

物件費等 1,247,809,973 

物件費 587,382,555 

維持補修費 252,696,642 

減価償却費 405,743,222 

その他 1,987,554 

その他の業務費用 339,055,119 

支払利息 26,908,130 

徴収不能引当金繰入額 - 

その他 312,146,989 

移転費用 702,286,279 

補助金等 499,021,512 

社会保障給付 134,681,050 

他会計への繰出金 61,612,511 

その他 6,971,206 

経常収益 113,965,424 

使用料及び手数料 18,955,460 

その他 95,009,964 

純経常行政コスト 2,596,817,584 

臨時損失 145,737,236 

災害復旧事業費 145,737,234 

資産除売却損 2 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 904,998 

資産売却益 904,998 

その他 - 

純行政コスト 2,741,649,822 

科目
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【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 8,396,638,808 11,838,834,000 △ 3,442,195,192 

純行政コスト（△） △ 2,741,649,822 △ 2,741,649,822 

財源 2,733,448,573 2,733,448,573 

税収等 2,011,528,486 2,011,528,486 

国県等補助金 721,920,087 721,920,087 

本年度差額 △ 8,201,249 △ 8,201,249 

固定資産等の変動（内部変動） 229,473,099 △ 229,473,099 

有形固定資産等の増加 374,340,318 △ 374,340,318 

有形固定資産等の減少 △ 407,764,226 407,764,226 

貸付金・基金等の増加 431,951,114 △ 431,951,114 

貸付金・基金等の減少 △ 169,054,107 169,054,107 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 9,661,081 9,661,081 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 1,459,832 239,134,180 △ 237,674,348 

本年度末純資産残高 8,398,098,640 12,077,968,180 △ 3,679,869,540 

科目 合計
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【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 2,093,252,690 

業務費用支出 1,390,966,411 
人件費支出 421,631,637 
物件費等支出 845,965,874 
支払利息支出 26,908,130 
その他の支出 96,460,770 

移転費用支出 702,286,279 
補助金等支出 499,021,512 
社会保障給付支出 134,681,050 
他会計への繰出支出 61,612,511 
その他の支出 6,971,206 

業務収入 2,332,663,794 
税収等収入 2,012,246,542 
国県等補助金収入 219,386,559 
使用料及び手数料収入 18,954,060 
その他の収入 82,076,633 

臨時支出 145,737,234 
災害復旧事業費支出 145,737,234 
その他の支出 - 

臨時収入 120,293,032 
業務活動収支 213,966,902 
【投資活動収支】

投資活動支出 557,012,371 
公共施設等整備費支出 374,340,318 
基金積立金支出 167,872,053 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 14,800,000 
その他の支出 - 

投資活動収入 261,691,000 
国県等補助金収入 136,592,000 
基金取崩収入 105,173,000 
貸付金元金回収収入 17,000,000 
資産売却収入 2,926,000 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 295,321,371 
【財務活動収支】

財務活動支出 379,437,643 
地方債償還支出 378,437,643 
その他の支出 1,000,000 

財務活動収入 454,387,000 
地方債発行収入 454,387,000 
その他の収入 - 

財務活動収支 74,949,357 
本年度資金収支額 △ 6,405,112 
前年度末資金残高 204,836,791 
本年度末資金残高 198,431,679 

前年度末歳計外現金残高 - 
本年度歳計外現金増減額 - 
本年度末歳計外現金残高 - 
本年度末現金預金残高 198,431,679 

科目
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1　重要な会計方針
(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
③　出資金
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　 10年～50年
　　　　工作物 30年～60年
　　　　物品　 ５年～７年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　  　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　

(4)　引当金の計上基準及び算定方法
①　退職手当引当金
　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。
②　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それ
ぞれ本会計年度の期間（4/6か月）に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6)　資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（普代村における公金管理の方針において、歳計現金等の保
管方法として規定した預金等をいいます。）
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。
　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
②　消費税及び地方消費税の会計管理
　　税込み方式により処理しています。

2　重要な会計方針の変更等

注記
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(1)　会計方針の変更
特になし

(2)　表示方法の変更
特になし

(3)　資金収支計算書における資金の範囲の変更
特になし

3　重要な後発事象
(1)　主要な業務の改廃

特になし

(2)　組織・機構の大幅な変更
特になし

(3)　地方財政制度の大幅な改正
特になし

(4)　重大な災害等の発生
特になし

(5)　その他重要な後発事象
特になし

4　偶発債務
(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

特になし

(2)　係争中の訴訟等
特になし

(3)　その他主要な偶発債務
特になし

5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）
(1)　対象範囲

　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　一般会計
　

(2)　出納整理期間について
　地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

(3)　表示金額単位
　円単位で表示しています。

(4)　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　実質赤字比率 －％
　連結実質赤字比率 －％
　実質公債費比率 11.2％
　将来負担比率 －％

(5)　繰越事業に係る将来の支出予定額
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　繰越事業に係る将来の支出予定額
　繰越明許費　374,862千円
　事故繰越　389,314千円

6　追加情報（貸借対照表に係るもの）
(1)　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

特になし

(2)　地方交付税措置のある地方債
　地方交付税措置のある地方債
　3,996,802千円

(3)　将来負担に関する情報
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,728,806千円
　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 321,484千円
　　将来負担額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,730,097千円
　　充当可能基金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,737,993千円
　　特定財源見込額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　62,906千円
　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 　　　3,058,740千円

(4)　自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
　地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
　なし
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